それでは始めます。

[前置き] 

はじめに、我々は社会として子供を守っていくべきといったスタンスには賛成します。しかし、今回の立法内容がそれに強く寄与するとは考えられず、にもかかわらず憲法上深刻な権利侵害が目立つと考え、そのような立法に反対します。

それでは、以下具体的な権利の説明を行います。

[適正手続]
まず適正手続を受ける権利について説明します。

憲法３１条は適正手続について保障しています。文言上は刑事手続に限定しているかのように見えますが、裁判所は行政手続についても、それが「刑事手続ではない一事をもって、３１条の保障外にすべきでない」と、いわゆる成田新法事件で示しました。つまり、行政処分であっても、個人に不利益を被る場合には、弁解防御の機会が与えられなければならない、ということです。

本件においては、弁解防御の機会が与えられないことによって、個人の性質・更生の状況が全く考慮されないまま、一律にGPS装着及び情報の登録・提供がなされることになります。

これは憲法３１条が保障する適正手続を受ける権利を侵害していると考えます。

[プライバシー権 - 総論]

我々は、プライバシー権から違憲の主張ができると考え、それを検討します。

プライバシー権は、憲法上明文の根拠はありません。しかし今日では、個人の尊重を目的とする憲法13条幸福追求権のもと、具体的な権利性があると理解され、人格的利益をもつ権利として複数の判例でもその存在を認められています。

そこで、プライバシー権の内容について説明します。

プライバシー権は、もともと、裁判事件上、表現の自由に対する私生活上の秘密という文脈で理解されてきました。例えば裁判所は、いわゆる『宴のあと』訴訟では、著作の内容と私人の生活との関係で、「私生活をみだりに公表されない法的保障ないし権利」を認めています。ここでのプライバシー権は、表現の自由との関係で対抗利益となり、表現の自由の限界を定めるもの、あるいは、範囲を定めるものとして機能しています。

しかし当然、プライバシー権は表現の自由との関係だけで存在しているわけではありません。権利の内容それ自体は、自ら公に差し出している事柄を除いては私の領域に留めさせるというものです。つまり、そうした私の領域を自らの意思に関わりなく公に晒しだされないことこそ、個人の尊重であり、プライバシー権として憲法上保障される人格的利益の内容であると言えるのです。

これは同時に、プライバシー権の存在が私人間に限られないことを意味します。すなわち、私の領域にある事柄を引っ張りだす主体が公権力であったとしても、プライバシー権を考慮しなければなりません。むしろ、プライバシー権が憲法上の権利として存在する以上、公権力の介入こそ細心の注意を払ってその適否を判断する必要があるのです。公権力が私人の秘密を掌握し管理するというようなことは避けられなければなりません。

それでは、本件立法措置の具体的内容について、プライバシー権を考えていきたいと思います。GPS着装と出所後の情報登録を2点に分けていか説明していきます。

[プライバシー権 - GPS着装]

ひとつめとして、GPS着装を検討します。GPS着装という措置は、GPSを常に着装させることによって位置情報を累積的に記録し、着装者を容易に管理するというものです。

はじめに、位置情報の累積記録がプライバシーに当たるかについて考えます。位置情報の累積記憶、すなわち時間ごとの行動というものは、その人を構成する最も核心的なもののひとつです。当然の説明として、ある個人が24時間常に監視されている状態に置かれてしまうのであれば、個人の尊厳を踏みにじっていると言わざるを得ません。加えて、個人の内心を容易にうかがい知ることができる性質であるということも問題となります。時間ごとの行動が与えられれば、その個人の趣味・嗜好、思想・信条が簡単に推知できてしまいます。内心の告白は強制にわたってはならないという原則を考えるならば、それと同視し得るような状況を生み出してしまうのは大きな問題であると言えます。したがって、位置情報の累積的記憶は、特別な事情なくしては提供されてはならない性質のものであり、プライバシー権の内容であると考えます。

それでは、GPS着装の具体的な分析に入ります。まずは、GPS着装によって重大なプライバシー権侵害が起こることについては通常一般人との間で差異はありません。ここでは、プライバシー侵害が許容され得る事由について考えます。

まず、仮釈放者に対する処分であることが問題になります。一般的に、仮釈放者には渡航制限などの制約が課せられます。しかし、仮釈放者だからといってどんな制約に服さなければならないということにはなりません。仮釈放者とはいえど、個人の尊厳を尊重しなければならないことは当然と言えます。述べたように、位置情報の累積的記憶が非常に重要な事柄であることを考えると、自由に制約がある仮釈放者に対してであっても許されることではありません。さらに言えば、仮釈放が認められる者というのは、拘禁施設で顕著な改善が見られ、通常の社会生活を送る方が有益と判断された者です。ここから考えれば、尚更GPS着装というような処分が妥当しません。

次に、立法の中では形式上同意を得る形になっていることが問題になります。しかし、この同意に実質的な意味がないのは明らかです。つまり、同意しないことが、仮釈放不許可という帰結になっており、実質的な自己の意思による決定が存在していないことになります。加えて言えば、仮釈放が提示されるという段階において、顕著な改善がみられている前提にもかかわらず、GPSを着装するか否かで仮釈放の可否を区別するのは妥当であるとは言えません。
以上から、GPS着装はプライバシー権を強く侵害し、また、それが許され得る事情もありません。

ここで、GPSを着装する利益を考えます。GPS着装それ自体は犯罪を回避する効果に繋がらないため社会的な安全への寄与も小さく、その利益は行政上の利便が増すというのに留まります。これは、現状の保護観察官による通常の観察と比べて大きな利益があるとは言えず、強い権利侵害を行ってまでGPSを着装させる意味はありません。
　

[プライバシー権 - 情報登録]
ふたつめとして、出所後の情報登録を考えます。この情報登録措置は、出所して通常の社会生活に戻った者の個人情報を警察行政が管理し、それを同じく行政機関である教育機関の長、あまつさえ私人に提供するというものです。ここで管理・提供される個人情報は、氏名・住所・写真・勤務先・車の登録情報という、それだけでも大きな情報が、児童性犯罪再犯者であるという強い前科情報に結びついているものです。前科について、裁判所は、いわゆる『逆転』訴訟の中で、著作の中で実名を使用したことについて、「社会生活の平穏を害されその更生を妨げられない利益」を認めた上で、表現の自由との関係でも通常公開される性質のものではないとしています。

それでは、具体的な情報登録の分析を行います。

まず問題となるのは、今回の立法が施工された後は、対象出所者の現在的な個人情報を当然のように警察行政が管理することになることです。これは、罪を償って更生したという立場にある出所者に対する処遇であるとは思えません

次に、情報が私人に提供されることも問題となります。まず、もともと児童保護者という決して少なくない不特定の人間に情報が開かれている状況であるということがあります。さらに、立法上、正当な理由があれば得た情報を公開して良いという解釈を行うことができ、住居反対デモなどが許容され得ます。また、罰則規定がなく、あるいは、罰則の有無にかかわらず、情報というものが広まってしまえば不可逆となるという性質を考えると、公開対象者を限定する規定は意味をなしません。

個人情報が不特定の人間に公開されるだけでも問題ですが、今回のものはさらに、公の憎悪を喚起する性質のものです。今回の情報登録の提供制度は、罪を償って出所し、通常の社会生活を営むことが期待される個人に対して、社会的排除という帰結を生む苛烈な措置だと言わざるを得ません。

以上から、情報登録措置は強いプライバシー権侵害であるということができます。

ここで、情報登録の効果を考えます。この措置も、それ自体に犯罪を回避するという社会的安全に寄与する効果はありません。対して、公の憎悪を喚起するという性質から、社会的安心という面ではむしろマイナスに働きます。一方で、行政上の利便という利益は当然残るでしょうが、これは強い権利侵害の根拠となるような利益とは言えません。
我々は、以上の理由から本件立法措置を違憲だと主張します。

以上です。

